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The construction quality of highway bridges is likely to be closely related to the reliability in durability. 
NILIM has examined the relationship between the reliability in the durability of highway bridges and 
the construction quality, proposing a method to evaluate the durability based on actual construction 
quality control and assurance results by simple analysis models. 
 
［研究目的及び経緯］ 

 PC 橋では、図-1 に概念的に示すように、コンクリー

トが打設され硬化し、緊張力が導入されていく架設段

階のいわゆる若材齢時に、温度やクリープ・乾燥収縮、

鉄筋拘束及び段階施工に伴う材令差等によって部材内

部の応力状態は刻々と変化する。そのためこれを適切

に制御しなければコンクリートの発生応力が抵抗を超

過してひびわれなどの初期変状を生じたり、設計上問

題となる不適当な残留応力が残る危険性もある。本研

究はこれらの架設時の複雑な応力条件を簡便に精度よ

く評価できる設計手法について検討するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

精緻な三次元有限要素法を用いることで、これらの

初期の段階での複雑な応力状態を精度よく求めるこ

とは可能であるが、実務設計においては細部構造や鉄

筋配置などの試行錯誤が繰り返されるこの段階にお

いて精緻なモデルによる数値解析を、時系列を追って

多数実施することは負担が大きい。またモデル化の自

由度が大きく計算出力に対する統一的な照査基準を

用意することも困難である。これらを踏まえて、終局

時のせん断耐力の評価法としては研究実績もある、格

子解析手法の応用によって、PC橋の架設時の応力状態

をできるだけ簡便かつ精度よく評価できる方法の実

現性について検討を行った。 

［研究内容及び研究成果］ 

3 年間で実施した研究内容を下記に述べる。 

①PC 部材の持続荷重による内部応力への影響に対し

て、現行基準との整合性の観点から鉄筋拘束の影響に

ついて供試体を用いた実測による検証を行った。（平

成 24 年度） 

②モデル橋梁に対して、三次元 FEM 解析を用いて簡易

モデルの検証に必要な架設系から完成系までの詳細な

部材各部の応力状態の把握を行うとともに、架設段階

における作用応力超過の可能性について検討を行った。

（平成 25 年度） 

③格子モデルの応用により、三次元 FEM 解析よりも簡

便に、かつ設計実務上必要な精度で架設段階の応力状

態の照査が行える簡易モデルの実現性と課題について

検討を行った。（平成 26 年度） 

 上記①～③の研究成果について、下記に述べる。 

①（平成 24 年度）パラメトリックに条件を変えた供試

体の実測により、軸方向鉄筋比が 0.5%を越えると、顕

著に鉄筋拘束の影響が現れることを確認した。図-2 に

計測結果を示す。 

②（平成 25 年度）三次元 FEM 解析を用いて、コンクリ

ート硬化時に発生する温度応力やそれがひびわれに与

える影響（ひびわれ指数）の解析を行った。 
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図-1 PC 橋の作用力と抵抗力の関係(概念) 
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図-3 のように、条件によっては応力が残留するとと

もに若材齢時の温度に起因するひびわれが生じる可能

性が高い部分が生じることを把握した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

 

③（平成26年度）ウェブなどの版部材をはり要素で離

散化して格子モデルに置換した二次元解析モデル（図

-4）（以下、簡易モデルと称す）を用いた試算を行い、

詳細にモデル化した三次元弾性FEM解析モデル（以下、

検証モデルと称す）との比較を行った。図-5に試算結

果の例（上縁と下縁の応力度）を示す。実線と破線は

FEM解析結果、●印と▲印は簡易モデルの結果である。

格子モデルによって、自重、プレストレス、温度、橋

面荷重の各荷重ケースについて、多くの部材や部位で

検証用の精緻な三次元FEM解析による場合とほぼ同レ

ベルの応力状態の評価が行えることが確認された。 

しかし、例えば簡易モデルで得られた節点変位を検

証モデルとは別に作成したシェル要素の部分 FEM モデ

ルに強制変位として与え主応力を算出して、検証モデ

ルの結果と比較した結果、支間中央部では最大主応力

の値や方向が両者でよく一致するものの（図-6）、支点

横桁付近のように顕著な乖離がみられる部位もあるこ

とが確認されている。簡易モデルの適用条件と精度を

見極めるためには引き続き検証ケースを増やした検討

が必要である。 

また、上記の二次元の簡易モデルを三次元に拡張し、

上・下床版の版構造も格子モデルとした三次元簡易モ

デル（図-7）を構築した。ウェブや床版の剛度設定方

法等は二次元の簡易モデルと同じとし、三次元簡易モ

デルおよび検証モデルにおける分割施工の材令差につ

いて検証したが、簡素な格子モデルでも詳細な FEM 解

析に比較的近い応力状態の推定結果が得られることが

わかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［今後の課題］ 

 終局時のせん断耐力の評価法にも実績のある格子モ

デル解析によって、通常設計で用いられる骨組みモデ

ルだけでは評価困難な PC 部材の詳細な応力性状を表

現できる可能性の高いことを示した。実務設計に用い

る観点からは、格子モデルは、はり要素で離散化され

ているために計算応力の方向が特定されており、道路

橋示方書などの技術基準に定められた許容値や制限値

と対比するための照査ルールを確立しやすいと考えら

れるが、多種多様な条件の道路橋への適用性の見極め

と照査ルールの確立にはさらに検証ケースを増やす必

要がある。 

［成果の発表］ 

国総研資料等に発表予定である。 
［成果の活用］ 

 道路橋示方書の改善の基礎資料となるものである。 
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図-4 簡易設計手法に用いる格子モデル 
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Study on standardization of design of piers with high strength reinforcement and high strength bolted 

friction joints with super high strength bolts for highway bridges 
24 26  

 
 

Road Structure Department  Head   Takashi TAMAKOSHI 
Bridge and Structures Division   

     Senior Researcher Masahiro SHIRATO 
   

 Researcher  Yoshiteru YOKOI 
        
     Guest Research Engineer Toshiki MIZUGUCHI 
 
The Author studies design methods of piers with high strength reinforcement and high strength bolted 

friction joints with super high strength bolts for highway bridges. The design methods are expected to 
improve construction qualities and to reduce construction cost. The author examines the applicability of 
those materials for highway bridges related to the strength and the durability. 
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Study on prediction method for future states of bridges and evaluation method for road structure states 

24 26  
 

 
Road Structure Department  Head   Takashi TAMAKOSHI 
Bridge and Structures Division   

             Senior Researcher Masahiro SHIRATO 
                          

Researcher       Fumi MIYAHARA   Researcher  Yoshiteru YOKOI 
                   

Research Engineer  Sayaka OKADA Guest Researcher Yoshiteru KOWASE 
 
NILIM has been developing a strategic maintenance and management approach for aging road structures that 

can evaluate and optimize the levels of movability and structral safety of roads.  Accordingly, this study has 
examined models to estimate the deterioration curves of individual distress types using bridge inspection data 
and evaluated the influence of element-level deteriorations on the time-dependent collapse risk of bridge 
systems. In addition, because various types of damage usually tend to appear simultaneously in structural 
elements such as crack and water seepage in concrete members, this study has also investigated the change in 
deterioration rates when different distress types appear simultaneously. 
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Study on reliability of road structures 

   
   
   

   

 

 

Study on the enhancement in reliability of partial factor design method 
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Study on standardization of evaluation technique of safety and durability for highway bridges with advanced analytical 
method 

 
 

 

Study to establish comprehensive asset management system for road structures 
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Research to Develop Design Standards for Repair and Reinforcement Works of Existing Highway Bridges 
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土中構造物の地震被害メカニズムの解明及び要求性能に 

関する調査 
Study on the earthquake damage mechanisms and seismic performance requirements  

for earth structures  
（研究期間 平成 24～26 年度） 

 
道路構造物研究部 構造・基礎研究室 室長 間渕 利明 
Road Structures Department Head Toshiaki MABUCHI 
Foundation, Tunnel and Substructures Division 主任研究官 西田 秀明 

Senior Researcher Hideaki NISHIDA 
     
This study is conducted to make clear the earthquake damage mechanism to propose the seismic performance 
requirements for earth structures such as culverts and retailing wall with soil reinforcement. It was mainly shown 
that simplified seismic performance verification method for the large cross sectional culverts and requirements for 
ensuring the seismic performance of the earth structures were proposed. 
 
［研究目的及び経緯］ 

本研究は、道路のカルバートや補強土擁壁など主と

して土以外の材料も用いて構成される土工構造物を対

象に、耐震性能水準、及び安全性・修復性照査の基準

化方法の確立を目的として、これらに必要となる被災

事例の分析や、耐震性能の抽出、定量的照査基準策定

のために必要な分析、評価等を行うものである。道路

機能確保の観点からカルバートや補強土擁壁などが有

するべき性能水準や相互の整合性について現行の技術

基準類を整理分析した。また、大規模地震時における

挙動に不明な点が多く耐震性能の照査方法に統一的な

基準が示されていない大型カルバートについて地震被

害メカニズムの解明及び耐震性能の照査法、並びに耐

震性確保に必要と考えられる事項について検討した。 

［研究内容及び成果］ 

1. 道路土工構造物に関する技術基準の分析 

カルバート及び補強土擁壁を対象に、現行の道路土

工指針及び鉄道構造物等設計標準における要求性能、

照査項目、制限値・許容値、構造細目、施工や維持管

理における前提条件等の観点から整理を、性能規定型

の設計体系に転換している道路橋示方書(以下、道示)

との対比する形で整理分析した。具体には、道示で示

される内容を（A）：要求事項(達成すべき耐荷力機構等)、

(B)：（A）が成立するための条件、（C）：（B）を確認す

るための照査方法、（D）：（C）が適用可能となるための

前提条件、に分類したうえで整理した。 

この結果、例えば、カルバートでは、カルバート全

体としての要求性能は道路土工―カルバート工指針

（以下、指針）に示されているものの、カルバートを

構成する部材等の具体の設計や施工との対応が明確で

ないものが多いこと、標準的でない条件の場合に必要

な性能を満たすための方法が特定しがたい点などがあ

ることが明らかとなった。 
2. カルバートの地震被害メカニズムと耐震性能の照

査法 

過年度に（独）土木研究所とともに実施した幅もし

くは高さが指針で示されている慣用設計法の適用範囲

を超えるボックスカルバートの 1/3 縮小モデル 5 体に

対する正負交番載荷実験について整理を行った。この

結果、せん断変形角(ここでは頂版と底版の変位差をカ

ルバート高で除したものとする)が概ね 1/300 で鉄筋

が降伏し、6/300 を超えると最大水平荷重に達したの

ち耐力低下し曲げ破壊や主鉄筋段落し位置でのせん断

破壊を生じ終局状態に至るという共通した特徴が見ら

れた。これより、ボックスカルバートにおける耐震安

全性に対する限界値としては、せん断変形角 6/300 程

度を 1 つの目安とすることができると考えられる。 

次に解析的手法により地震時損傷メカニズムを検討

した。カルバートを単純支持された非線形骨組として

モデル化し、頂版に水平載荷する荷重漸増解析により

荷重－せん断変形関係を求め、各部材の損傷進展状況

を推定した。部材はファイバーモデル、材料の応力-

ひずみ関係は、鉄筋はバイリニア、コンクリートは道

示Ⅲのモデルを用いた。なお、支点条件の違いが軸力

に影響しないように底盤に偶力を作用させた。 

さらに、地震時にカルバートに生じる最大応答せん

断ひずみを図-1 に示す手法により求めた。この方法は、

カルバートのせん断剛性－せん断ひずみ関係を、前述
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の荷重漸増解析による荷重－せん断変形関係を換算し

て得る方法と(図-1[A])と、地震応答解析により算出し

た地盤のせん断ひずみ及びせん断剛性を理論的に導か

れるひずみ伝達特性式に代入して得る方法（図-1[B]）

により導出し、この交点として最大応答せん断ひずみ

を求めるものである。なお、ここでのせん断ひずみは

頂版と底版の変位差をカルバート高で除したものとし

ており、結果的に前述のせん断変形角と同じとなる。 

本手法の適用性の検証するために、1995 年兵庫県南

部地震で被災した大開駅を対象に解析を実施した。な

お、当該構造は開削トンネルであるがカルバートに類

似した構造であることから損傷事例として対象とした

ものである。荷重漸増解析により得られたせん断応力

－せん断ひずみ関係を図-2 に示す。この事例では、地

震時に中柱が破壊したが、本解析においても中柱の圧

縮側鉄筋が最初に降伏した後、中柱下端・上端の圧縮

コンクリートが終局ひずみに達し、中柱から損傷する

結果となったこと、また、算定された応答せん断ひず

みの範囲（0.0048～0.0256。開削埋戻し部の有無によ

る地盤ひずみの評価の違いにより応答値に幅があるこ

とを考慮）内でこれらの損傷が生じたことから、破壊

に至る状況を概ね表現できていると判断できる。また、

2004 年新潟県中越地震で強震動を受けたものの構造

本体の損傷が無かったカルバートについても同様に検

証した。解析では、一部部材が降伏したが終局に至る

応答は生じなかったことから、本手法に基づきボック

スカルバートの耐震性は概ね判断できると考えられる。 

以上の手法を用いて、規模の小さな剛性ボックスカ

ルバートと同様に、常時荷重のみを考慮して設計した

場合に大型ボックスカルバートが有する耐震性につい

て試算した。試算結果例を表-1 に示す。ここで地盤ひ

ずみ及び地盤剛性は、道路橋示方書に規定される L2

地震動Ⅰ種地盤の波形を露頭基盤相当と仮定し、一次

元地震応答解析より求めた。最大応答せん断ひずみは、

土かぶりが大きい場合(5,10m)は前述の実験により得

られた耐震安全性の限界の目安(6/300)に達しなかっ

たが、土かぶりが非常に小さい場合(0.5m)はこの目安

を上回るケースがあった。後者のケースで応答が大き

くなる要因としては、地表面近くでは地盤のせん断ひ

ずみが大きくなることや、土かぶり厚が大きいカルバ

ートに比べると部材厚が薄いことが考えられる。しか

し、土かぶりが小さいカルバートで地震時の損傷が必

ずしも多くないこと、また前述の適用性を検証した事

例がいずれも土かぶり厚が 5m 程度を超えるものであ

ったことを踏まえると、土かぶりが小さい場合への適

用性に限界があるとも考えられるので、この点の検証

が必要である。 

 

頂版 側壁 底盤 中壁

A 0.5 6.5 5 1 0.4 0.4 0.4 － 0.0278
A’ 0.5 6.5 5 1 0.5 0.5 0.5 － 0.0213
B 5 6.5 5 1 0.6 0.6 0.7 － 0.0079
B’ 5 6.5 5 1 0.9 1.0 1.1 － 0.0057
C 10 6.5 5 1 1.0 1.0 1.1 － 0.0024
D 0.5 14 5 1 0.9 1.1 1.1 － 0.0072
E 5 14 5 1 1.7 2.0 2.0 － 0.0020
F 0.5 24 5 2 1.1 1.1 1.3 0.6 0.0241
G 5 24 5 2 1.6 1.6 1.8 0.6 0.0080

内空幅
(m）

土かぶり厚
(m)

ケース
応答

ひずみ

部材厚(m)
連数

内空高
(m)

 
3.カルバート等に発生している不具合と要求性能の整理 
 各地方整備局で実際に施工された土工構造物(カル

バート 9箇所、補強土擁壁 3箇所ほか)や内空幅 6.5m

以上の大型プレキャストカルバート 344 基の点検結

果を収集、分析した結果、接合部からの漏水や土砂

流出、頂版や側壁のひび割れが比較的多く見られた。

これらの不具合が生じると、断面剛性が確保されな

いなど耐震性確保に必要な前提条件を満たさなくな

るため、このようにならないよう設計することも耐

震性確保のための要求事項に考慮する必要がある。 

［成果の活用］ 

道路土工基準や道路技術基準の改定に活用する。 

図－2 せん断応力～せん断ひずみ関係 

表－1 試算結果(タイプⅡ地震動Ⅱ種地盤の例) 

せん断応力 
τ ＝ pi 

せん断変形角 

せん断剛性 Gs 

[ひずみ伝達特性式] 

ここで、 

γg ：せん断ひずみ(地盤) 

Gg ：せん断剛性(地盤) 

γs ：せん断ひずみ(構造物)

Gs ：せん断剛性(構造物) 

 

図－1 最大応答せん断ひずみ算定手順 

[A] ：荷重漸増解析結果の整理 [B] ： 地盤解析結果の整理

[A] [B] より 
 構造物のせん断剛性-せ

ん断ひずみ曲線の交点から

最 大 応 答 せ ん 断 ひ ず み

γsmax を算定 
 

※地震応答解析で地盤のせん断ひずみ

γg、せん断剛性 Gｇは別途算定 

Δs τ=Gs・γs

h：カルバート高

せん断ひずみ

γs＝Δs/h

せん断変形角 θs

構造物の 
せん断剛性 

Gs 
1）ひずみ伝達特性式から 

2）荷重漸増解析結果から 

最大せん断変形角 

θsmax 
せん断ひずみ γs 
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Survey Work on Adaptation of the Testing and Diagnostic Techniques using NDE Techniques for 
Damaged Concrete Road Bridges 

26  
 

 
Foundation, Tunnel and Substructures Division  Head      Toshiaki  MABUCHI 

         
Senior Researcher Hideaki NISHIDA     Researcher   Makoto  OBARA        

 
This study summarize requirements for the internal damage inspection of the concrete structure after 

the confirmation of the performance of various NDE techniques through the verification method 
reflected the issues which are identified from the verification results in the past fiscal year. 
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Survey Study on required performance and standards system such as soil structure 

   
   
    

 

Survey study on repair and reinforcement criteria such as existing soil structure 
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Fundamental study on function of the pavement that buried cables in shallow depth under the road 
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地盤材料の細粒化に伴う力学特性の変化に関する研究 
Study on change in strength and deformation characteristics of geomaterials associated with 
increase in fines 

（研究期間 平成 26 年度） 
 
道路構造物研究部 道路基盤研究室 室長 藪 雅行 
Road Structures Department Head Masayuki YABU 
Pavement and Earthworks Division 研究官 榎本 忠夫 
 Researcher Tadao ENOMOTO  
  
This study focuses on liquefaction properties and postliquefaction undrained shear bahaviour of fine 

sands containing nonplastic silt. In view of the above, a series of cyclic triaxial liquefaction tests was 
conducted on four different percentages of sand-silt mixtures. Consequently, the liquefaction 
resistance decreased with increasing silt content up to 50 %. Correspondingly, the postliquefaction 
undrained shear strength decreased with increasing silt content under otherwise the same condition. 
 
［研究目的及び経緯］ 

2011 年の東北地方太平洋沖地震では、非塑性シルト

を多く含む細砂の液状化が発生し、関東地方をはじめ

とした多くの箇所で甚大な被害をもたらした。また、

ニュージーランドの 2010年Darfield地震により液状化

した箇所において 2011 年 Christchurch 地震で再び液状

化が発生したこと、さらに、2011 年 Christchurch 地震

の余震により、当該箇所で再々液状化が発生したこと

が報告されている。そして、再三液状化が発生したこ

れらの地盤は、同様に非塑性シルトを多く含む細砂で

あったことが分かっている。 

従来から、非塑性シルト含有率が砂の液状化強度に

及ぼす影響について検討がなされてきたが、細砂に及

ぼすその影響についてはまだよく分かっていない。ま

た、これらの研究の多くは地盤密度として相対密度も

しくは間隙比を用いており、実際の土構造物等の設計

で用いられている締固め度で検討した例は少ない。そ

こで、本論では、締固め度管理された非塑性シルト細

砂の液状化特性と液状化後の非排水せん断特性につい

て検討した。 

 
［研究内容］ 

0.25 mmふるいを通過し0.075 mmふるいに残留した

珪砂 6 号と、それに非塑性の DL クレーを混合し細粒

分含有率 Fc が 20, 30, 50 %になるように調整した試料

を用いた。図-1 に粒径加積曲線と実際の Fc の値を示

す。これらの試料を用いて求めた A-a 法による締固め

曲線を図-2 に示す。繰返し非排水三軸試験の実施にあ

たっては、最適含水比に調整した試料を初期締固め度

Dc0= 95 %まで突き固め、直径 5 cm・高さ 10 cm の供

試体を作製した。二重負圧法を用いて飽和化を図り（間

隙圧係数 B≧ 0.95）、初期有効拘束圧 100 kPa まで等方

圧縮後、非排水状態で周波数 0.1 Hz の繰返し軸応力を

載荷した。その後、軸ひずみ両振幅 5 %を超えた時点

で繰返し載荷をやめ、非排水状態のまま軸ひずみ速度

0.5 %/min で単調載荷を実施した。 
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図-1 粒径加積曲線        図-2 締固め曲線 
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図-3 液状化強度曲線  図-4  RLと Fc の関係 

 

［研究成果］ 

図-3 は、繰返し応力比 )2/( 0σσ ′d と軸ひずみ両振幅

5 %が生じた時の繰返し回数 Nc の関係である。Silt 0 %

と Silt 20 %を比較すると、 )2/( 0σσ ′d = 0.15 付近におい

ては両者に有意な差はないが、 )2/( 0σσ ′d = 0.13 付近で

は前者の Nc の方が約 6 倍大きい傾向にある。 

図-4 は、図-5 に示した液状化強度曲線において直線

を仮定し算出された液状化強度 RL（Nc= 20 の時の
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)2/( 0σσ ′d ）と Fc の関係である。同図から、Fc の増加

に伴って RLが減少する傾向にあることが分かる。これ

は、盛土材料の細粒化に伴って液状化強度が下がるこ

とを意味している。 
図-5, 6 は、ほとんど同じ )2/( 0σσ ′d の下で実施された

液状化試験における、それぞれ、Silt 0, 20, 30 %の軸ひ

ずみεvと過剰間隙水圧比 Ru の時刻歴、Silt 30, 50 %の

εvと Ru の時刻歴の比較である。図-5 から、Silt 0 %で

は Ru が 1.0 に近い状態でもεvが緩やかに増加していく

のに対して、Silt 20, 30 %では Ru が 1.0 に達する直前

で急激にεv が増加し脆性的な液状化に至っていること

が分かる。同様に、図-6 に示した Silt 30, 50 %の比較

から、Fc が低い Silt 30 %の方がεvおよび Ru が緩やか

に増加していく傾向にあることが分かる。 
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図-5  Silt 0, 20, 30 %におけるεvと Ru の時刻歴 
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図-6  Silt 30, 50 %におけるεvと Ru の時刻歴 

次に、図-5, 6 に示したそれぞれの液状化試験（先述

のように )2/( 0σσ ′d はほとんど同じ）後に非排水状態で

単調載荷を行った際の結果を図-7, 8 に示す。図-7a)に

示した Silt 0, 20, 30 %の比較から分かるように、液状化

試験後の非排水せん断強度は、比較的大きなεvに達す

るまでほとんど 0 であるがその後増加する傾向にある。

Fc が低いほど軸差応力が急増するεvは小さく、強度は

大きい傾向にある。また、図-7b)は非排水せん断によ

ってのみ生じた過剰間隙水圧Δu を示しているが、いず

れの供試体でも負のΔu が生じており Fc が低いほどよ

り膨張的な挙動となっている。図-8 は、Silt 30, 50 %に

おける液状化後の非排水せん断挙動の比較であるが、

図-7 で述べたような傾向が生じていることが分かる。

これらの液状化後の挙動は、図-4 に示した Fc の増加

に伴って RLが減少する関係に対応している。したがっ

て、液状化後の地盤の支持力は Fc の増加に伴って減

少することに留意が必要である。 
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図-7  Silt 0, 20, 30 %における液状化後の非排水せ

ん断挙動の比較 
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図-8  Silt 30, 50 %における液状化後の非排水せん断

挙動の比較 

           
［成果の活用］ 

道路土工構造物技術基準・同解説に反映する予定。 
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舗装性状調査結果を活用した橋梁、土工等の損傷把握に関する調査 
Study on possibility of damage estimation of road structures using the road surface condition survey. 

（研究期間 平成 26 年度） 
 
道路構造物研究部 道路基盤研究室 室長 藪 雅行 
Road Structures Department Head Masayuki YABU 
Pavement and Earthworks Division 研究官 東 拓生 
 Researcher Takuo AZUMA  
 研究官 石原 佳樹 

Researcher Yoshiki ISHIHARA 
 

In this study, we examined relationship between crack-pattern of pavement with damage of 
structures by inspection data of the structure and the pavement to establish a technique to confirm the 
damage of structure under the pavement from daily inspection of the pavement.  

As a result, we have confirmed that increased the intersection numbers and intersection density of 
cracks of the pavement, in case of be confirm high relationship on damage of slab of the bridge with 
crack-pattern of pavement, then we confirm the crack pattern was deform to square. Similarly, we have 
confirmed that crack pattern was deform to extend in the road length direction, in case of exist soil 
structure under the pavement. 
 
［研究目的及び経緯］ 

橋梁床版のコンクリートの土砂化に伴う床版の抜け

落ちや、法面及びその周辺の土工構造物（擁壁等）の

変状に伴う道路の崩壊の発生は、第三者被害に直結す

るとともに長期にわたる通行規制などによる社会的影

響が大きい損傷である。これらの損傷は数年に 1 回の

構造物点検により確認しているが、日常的に把握でき

れば早期にその前兆の把握が可能となる。 

本研究では、路面性状調査の画像データを用いて舗

装ひび割れ性状を整理するとともに、舗装ひびわれ性

状と舗装下の道路構造物の損傷等との関連性について

分析し、舗装の状態から舗装下の構造物の損傷状況を

推定する手法について検討した。 
 

［研究内容］ 

1. 舗装の路面性状に関するデータの活用に関する文

献調査・整理 

国内外の文献調査により、舗装の路面性状と舗装の

下にある路盤、路体、埋設物、構造物の設置状況や変

状あるいは地すべりや盛土の崩壊などの災害の発生状

況との関連性に着目した研究等を調査し、対象構造物

と舗装の路面性状との関連性から得られる情報を整理

した。調査では、過去 15 年分の国内外の主要な学会等

の論文集、出版図書、雑誌等に投稿された論文を対象

とした。 

2. 舗装ひび割れと道路構造物等の状態との関係整理 

直轄国道の路面性状調査で撮影されたデジタル画像

から舗装に発生したひび割れパターンを抽出し、ひび

割れの平均幅、延長、面積、交点数、交点密度、分布

の縦横比等のひび割れ性状を整理した。一方、舗装下

の構造物（橋梁床版、土工構造物）の点検結果から損

傷状態を整理し、両者を重ね合わせることで、舗装の

ひび割れ性状と構造物の損傷の相関を分析し、路面表

面の状態から舗装下の構造物の状態を把握する手法に

ついて検討した。 
 

［研究成果］ 

主な研究成果の概要を以下に示す。 

1. 舗装の路面性状に関するデータの活用に関する文

献調査・整理 

舗装の路面性状と舗装の下にある路盤、路体、埋設

物、構造物の設置状況やその損傷状況との関連性、あ

るいは、地すべりや盛土の崩壊などの災害の発生状況

との関連性に着目した研究について文献検索を行った

が、研究事例が乏しく、文献が抽出できなかった。こ

のため、構造物の診断技術のうち、本研究の目的であ

る舗装表面の状態から舗装下の構造物の損傷を推定す

る方法に応用の可能性のある技術を検索・抽出し、と

りまとめることとした。 

その結果を表 1-1 に示す。非破壊診断技術としては、

大きく分けて①表面付近の状態を測定・記録・診断す

る技術、②舗装や構造物内部の状態を非破壊で診断す
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る技術の 2 種類が抽出された。①については、レーザ

やカメラによる画像の解析による舗装表面の損傷（ひ

び割れ性状）を測定する手法に加えて、赤外線サーモ

グラフィにより表面温度から表面付近の状態（例えば

コンクリートの浮きなど）を診断する手法等が集出さ

れた。また、②については、電磁波により舗装や舗装

下の橋梁床版上面及び路面下空洞を診断する手法が確

認された。また、舗装及び舗装下の構造的な健全性を

確認する手法として、重錘落下たわみ測定（FWD）や車

両によるバネ下振動加速度の測定による方法等が抽出

された。 

表 1-1 文献調査結果 
舗装・構造物診断技術 

対象 内容 
大分類 No 項目 

画像 

1 
路面画像技術 
（レーザ法） 

路面 レーザ技術による路面性状測定 

2 
路面画像技術 
（カメラ） 

路面 画像技術による路面性状測定 

3 赤外線技術 路面 赤外線サーモグラフィ法による診断 

非破壊 
調査 

1 電磁波技術 1 舗装厚 電磁波技術による舗装厚の調査 

2 電磁波技術 2 床版上部 
電磁波技術による床版上部の損傷箇所の
把握 

3 電磁波技術 3 
舗装下部 
空洞 

電磁波レーダによる陥没・空洞箇所の特定

4 
FWD を用いた 
技術 

舗装体 非破壊でのたわみ量調査 

5 
iPhone を用いた
技術 

路面 加速度等による路面プロファイルの推定

 

2. 舗装ひび割れと道路構造物等の状態との関係整理 

本検討では、直轄国道の 696 橋（延長約 220km）の

橋梁部と、延長約 98km の土工部を対象とした。 

対象構造物の

前後 100m を含む

区間の路面性状調

査により撮影され

た画像データ（画

像フィルムの場合

はデジタル化後の

データ）から、舗

装表面のひび割れ

性状を自動抽出し

た。抽出したひび

割れについては、

50cm×50cm メッ

シュごとに、平均

幅、延長、面積、

交点数、交点密度、

分布の縦横比を算出し、画像 1 枚（4m×4m）ごとに集

計した（図 2-1 参照）。 

一方、構造物点検の結果から、橋梁部については床

版の損傷状態、土工部については盛土、擁壁等の変状

状況を整理した。 

以上の整理から舗装のひび割れと舗装下の構造物

の損傷状態の相関の高低を表 2-1 のとおり４段階に分

類した。 

各構造物と舗装ひび割れの相関ランクごとのひび 

表 2-1 舗装のひび割れと構造物損傷の相関ランク

の設定の考え方 

(a)橋梁部 
記号 相関ランク 相関ランク設定の考え方 

◎ 相関あり 
舗装上に、舗装下の構造物の損傷に近いひび割れが
発生している、あるいは、舗装のひびわれに遊離石
灰、剥離等が生じている 

〇
相関がある可能
性あり。 

舗装のひびわれから、下部工損傷やその周辺での損
傷（ひびわれ、遊離石灰、剥離）等が生じた可能性
がある 

△
伸縮装置周辺の
変状と相関があ
る可能性あり 

橋梁の伸縮装置周辺の舗装ひびわれなど、その下の
下部工の変状には、関連性が低いと考えられる損傷
が生じている 

☓ 相関なし 支承の腐食など、舗装の状態に影響度が低い構造物
損傷が見られる 

(b)土工部 
記号 相関ランク 相関ランク設定の考え方 

〇 相関がある 

盛土下の地盤沈下（不同沈下）等で、擁壁の損傷や
その周辺での損傷（ひびわれ、遊離石灰、剥離）、
傾斜等が生じ、その後、舗装のひびわれが発生した
可能性がある 

△
相関がある可能
性がある。 

構造物の損傷があり、舗装のひびわれが発生してい
るが、両者の関係性が直接的な関係性にない 

☓ 相関なし 構造物の損傷など変異が見受けられるが、舗装上に
ひびわれ等変異が確認できない 

 
割れパターンの関係を表 2-2 に示す。これによると、

橋梁部においては、相関ランクが高くなると、ひび割

れの交点数、交点密度が増加するとともに、ひび割れ

分布の縦横比が 1 に近くなることを示している。すな

わち亀甲状のクラックが正方形あるいは円形に発生す

る状況となった場合、橋梁床版の土砂化などの損傷の

危険性が高いといえる。一方、土工部については相関

ランクが高くなると橋梁と同様に交点数や交点密度が

増加するが、分布の縦横比は道路延長方向に拡大して

いく傾向がみられた。 

 

表 2-2 相関ランクとひび割れ性状の関係 

(a)橋梁部 
相関ランク ◎ ○ △ × 

ひびわれ延長 (m) 34.010 27.547 21.426 18.874

面積（㎡） 0.511 0.493 0.458 0.355

交点数 59.333 36.000 21.500 12.143

縦横比延長ベース 1.077 1.337 1.509 1.433

縦横比面積ベース 1.023 1.525 1.405 1.289

交点密度[個/㎡] 0.400 0.556 0.187 0.075

単位面積あたりひびわれ面積[㎡/㎡] 0.004 0.007 0.005 0.003

(b)土工部 
相関ランク ○ △ 

ひびわれ延長 (m) 139.239 120.969

面積（㎡） 3.142 2.585

交点数 90.083 69.333

縦横比延長ベース 2.439 2.087

縦横比面積ベース 2.610 2.508

交点密度[個/㎡] 0.582 0.376

単位面積あたりひびわれ面積[㎡/㎡] 0.022 0.014

 
［成果の活用］ 

構造物損傷の把握について道路管理者に有益な情報

を提供していくため、舗装の状態から舗装下の構造物

の損傷を把握する手法の技術資料をとりまとめる。 

 
図 2-1 ひび割れ抽出状況 

（青線が 50cm×50cm メッシュ、黄

色が抽出されたひび割れ、赤丸が

ひび割れの交点） 
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道路の液状化被害対策に関する調査 
Study on liquefaction damage control of the road. 

（研究期間 平成 26 年度） 
 
道路構造物研究部 道路基盤研究室 室長 藪 雅行 
Road Structures Department Head Masayuki YABU 
Pavement and Earthworks Division 研究官 東 拓生 
 Researcher Takuo AZUMA  
 研究官 石原 佳樹 

Researcher Yoshiki ISHIHARA 
 

This study summarize the technical knowledge for suppressing the liquefaction damage, by analyze 
of relationship between damage by liquefaction of road surface at the Great East Japan Earthquake 
and road structure conditions, ground conditions, state of underground buried object. 

We analyzed the relationship between the liquefaction damage status and pavement thickness. As a 
result, the damage caused by liquefaction, the occurrence if there is a pavement thickness of about 
1.2m above it was found that had been suppressed. Also, extensive liquefaction damage involving 
road closure and emergency construction was understood that it is difficult to occur if the road is a 
pavement thickness of at least about 0.6m. 
 
［研究目的及び経緯］ 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、

液状化により一時的に道路の通行に支障が生じた区間

が発生し、緊急輸送道路等で避難・救援活動の支障と

なった。このため国土技術政策総合研究所では、道路

（平面部）の液状化に伴う被害について、道路の諸条

件（舗装構成、地盤条件等）を踏まえた対策手法の確

立のための検討を行っている。 

本研究は、東日本大震災における道路平面部の液状

化被災状況に関する情報を収集し、被災状況等と道路

構造、道路下の埋設物、地盤条件等との関係を分析す

ることで、液状化による被災が起きやすい条件、起き

にくい条件を整理し、道路平面部における液状化被害

を抑制するために参考となる技術資料を作成するもの

である。 
 

［研究内容］ 

1. 調査の概要 

 東日本大震災で被災した合計５地区（茨城県日立市、

神栖市、千葉県千葉市、香取市、過年度検討を実施し

た千葉県浦安市）の道路を対象として、各自治体から

収集した①液状化被害の箇所及び被害状況，②道路構

造等・埋設管等の諸条件，③地盤条件（ボーリング柱

状図、液状化判定結果）に関するデータ整理し、被害

に関する相関分析を効果的に行うことを念頭に，一元

的にデータを管理できるように GIS を活用して整理し

た。 

 

図-1 相関整理のイメージ図 

GIS に構築した各種データをもとに、液状化被害状

況（被害形態、被災程度等）、道路構造等・埋設管等の

重ね合わせ分析結果
・液状化被害状況
・地盤条件
・地下水位
・道路状況
・埋設管情報etc

路線毎に整理表を作成
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路線毎の整理表（イメージ）

全路線の整理表から相関図
を作成し分析を⾏う

相関図イメージ

区間名 1166-1 1166-2 1166-3 1166-4 1166-5

延長区間 0-100 100-200 200-300 300-400 400-439

延長 (m) 100 100 100 100 39

舗装タイプ 1166-T1 1166-T1 1166-T 1 1166-T1 1166-T 1

舗装厚 0.2 0.2 0.2 0.2 0. 2

路床改良有無 ? ? ? ? ?

液状化被害有無 ○ ○ ○ ○ ○

被害数 26 14 9 4 10

被害程度
クラック、段
差、破損、隆

起

クラック、破
損、段差

クラック、段
差

クラック
クラック、段

差

噴砂発生有無 ○ ○ ○ ○ ○

被害ランク 中 中 中 中 中

最大水平変位(cm) 13 15 9.5 1 6

最大鉛直変位(cm) 8 10 5 13

液状化層厚 (m) 10.4 11.1 14.2 16.7 13.6

非液状化層厚 (m) 1.6 2.6 3.1 2.8 1.8

地下水位(m) 1.2 1.8 1.7 1.2 1.1

PL値 25.8 22.5 24. 7 29.0 26.5

液状化層厚 (m)
（舗装構成、地下水位を考慮）

10.4 11.1 14. 2 16.7 13.6

非液状化層厚 (m)

（舗装構成、地下水位を考慮）
1.6 2.6 3.1 2.8 1. 8

液状化層/非液状化層厚

（舗装構成、地下水位を考慮）
6. 50 4.27 4.58 5.96 7.56

埋立地 ○ ○ ○ ○ ○

埋立造成年 (西暦) 1969 1969 1929 1929 1929

下水道直上被害有無 ○ ○ ○ ○ ○

下水道直上被害数 5 4 4 2 2

下水道直上被害の
最大鉛直変位(cm)

7 3.5 4

道路周辺状況 住宅地 住宅地 住宅地 住宅地 住宅地
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諸条件、地盤条件との関連性について整理し，重ね合

わせによる分析，数値による相関分析等を行った。重

ね合わせ分析は，図-1 に示すように被災状況，地盤条

件，道路諸元，埋設管情報等を 100ｍ区間毎の整理表

に集計し，被害と各条件との相関関係を分析した。 

以下に、液状化被害の箇所及び被害状況，道路構造

等・埋設管等の諸条件，地盤条件の整理方法ついて詳

述する。 

① 液状化被害の箇所及び被害状況に関する整理 

 整理対象となる路線（過年度成果を含む延べ140路線，

延べ80km程度）に対して，車道で発生した液状化によ

る道路地表面部の被災発生箇所について整理を行い，

被害形態（噴砂、亀裂、段差、陥没、占用物件の突出

等）、被災程度については、平面図に図示した（図-2

参照）。また、あわせて被災時の交通機能への影響に

ついて整理を行った。 

 

図-2 路線の平面位置図表示例 

②道路構造等・埋設管等の諸条件に関する整理 

 対象路線の標準断面などの資料から舗装構成（路床

改良も含む）を整理するとともに，下水道管路の位置

情報を平面図上に整理した（図-2参照）。 

 
図-3 地下水位コンター図作成例 

③地盤条件の整理 

検討対象箇所周辺のボーリングデータおよび土地造

成の履歴等について整理するとともに，各ボーリング

地点で，東日本大震災発生時の地震動強度に基づき液

状化判定を行い液状化層厚、PL値等を求めた。更に，

地下水位や液状化層厚等を，最適化手法によるコンタ

ー処理を行うことによって各検討箇所直下（100m区間

毎に分割）の地盤条件として割り当てた。 

 

［研究成果］ 

主な研究成果の概要を以下に示す。 

1. 液状化被害と道路諸条件との相関整理 

相関分析にあたっては，道路の通行および構造的な

変形に着目した被害ランクを表-1 のとおり設定し、各

区間への割り当てを行った。 

表-1 被害ランクの考え方 

ランク 道路の通行に着目した 

被害ランク 

構造的な変形に着目した

被害ランク 

大 緊急工事、通行止めがあ

った 

鉛直変位 10cm 以上 

中 復旧を行った路線 鉛直変位 5～10cm 

小 上記以外の路線 鉛直変位 0～5cm 

 

これらの整理・検討をもとに算出した舗装厚と液

状化層厚の関係を被害ランク別に示すと図-5のとお

りとなる。 

これによると、舗装厚が厚く液状化層厚が薄い路

線ほど液状化被害が小さい傾向が認められ、舗装厚

が概ね0.8m以上で、緊急工事や通行止めを伴った被害

ランク「大」および復旧作業を伴った「中」の被害

が生じていないことがわかる。また、舗装厚が概ね

1.2m以上（路床改良を含む）の区間では車道部で液

状化による被害が生じていないことがわかった。 

  
図-5 舗装厚と液状化層厚の関係 

 
［成果の活用］ 

 液状化危険度が高い重要路線を抱えている道路管

理者の液状化対策立案の基礎資料となるよう、本研

究の成果をもとに、道路平面部の液状化対策技術資

料をとりまとめる予定である。 
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